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経済学そのものの危機意識についてもまた同様である。環境

の破壊や、資源の有限性や、その意識の底には確かにケイン

ズ経済学の視野の中になかった問題を含んでいる。 しかし、

こうした問題を、特に現代の問題として登場させた原因が、

外ならぬ経済成長にあったとすれば、それは決してケインズ

と無縁ではない。ハロッドを起点として展開された成長論は、

もちろんケインズにつながるものであった。その上に、ここ

に指摘されている公害やコス トの新しい問題に接近する方法

は、ケインズから新古典派総合にいたるマクロ分析の発展に

負うものである。この方法に依存することなしに、経済学の

新しい分野への拡充は期待することができないであろう。

中山 伊知郎 「ケインズ全集」序文より



中国環境経済モデルの構想

吉岡完治、溝下雅子

1998年3月

キ ー ワー ド

中国環境経済モデル ケインジアン ・モデル 中国環境産業連関表 中国SOx排 出量

中国CO2排 出量

概要

 この研究は中国環境経済モデルの作成に当たってモデルの大枠を示すことにある。中国の経済発展と環
境保全の両立を議論できるモデルを考えるためにはそれなりに前準備が必要である。どのようなモデルに
するかに関連 して我々は次のようなことを考えた。現在中国では沿海州の経済発展 と裏腹に内陸部では相

当の遊休労働が存在 している。つまりケインズ的世界があると考えられる。そのような人々に職を与え環

境保全、育林、水利を進めれば経済発展と環境保全の両立の余地はある。したがってこのモデルのケインジ

アン的裡野、つまり有効需要命題が作動することが望まれる。第二に中国の経済発展は産業構造を抜きに

しては語れないということから産業連関モデルがそこにビル トインされることが望まれる
。第三に環境改

善のための先進国技術導入のあり方を考えるためにはどの地域にどの技術が導入されねばならないかとい

う情報が必要であり、地域の特徴を表現できることが望ましい。地域別に石炭の硫黄含有量も違 うし
、水

の状況、土壌の分布も異なっているからである。このような3つ の観点に心がけてこの論文ではモデルの

骨組みが示される。



中国環境経済モデルの構想

吉岡完治、溝下雅子

平成10年3月

1 は じめに

 もし経済成長がさらなるエネルギー消費 と環境汚染を増やすことが確実ならば、世界が一致 して地球環

境問題に対処することは極めて難しい。「皆さんは環境保全をして下さい、我が国は経済成長に特化します」

というのがすべての国の方針となるからです。事実、発展途上国の立場からすれば、先進国の今までの経

済成長は大量のエネルギーが収奪され環境汚染因子を吐き出してきたわけだから、「まず先進国が賠償とい

う形で環境を元に戻 して下さい。我々途上国は経済成長に特化 します」とい うことになる。このように経

済成長と環境保全が同時に進行するとい うビジョンが無いと地球環境問題は掛け声倒れになってしまう。

 確かに過去の経験からすると経済成長とエネルギー消費は正の相関を持ってきた。また暮 らし向きがよ

くなるとエネルギー消費が増えるわけだが、それだけだろうか。経済成長の指標であるGDPは 本来は仕事

量を市場価格で評価 したものであるから、もし労働が有り余っているなら環境保全活動という仕事によっ

てもGDPを 拡大するはずである。またGDPと 等価のGDEは 最終生産物を市場で評価合計したものだが、

GDEの 中身で、買う財によっては100倍 以上のエネルギー波及の違いがある(参 考文献 【41)ことを忘れ

るべきではない。

 この様な考え方を念頭において中国の環境経済モデルをどのように作るかを考えてみよう。まず基本フ

レームワークをどうするかにっいてであるが、現在中国は改革開放路線の下で市場経済体制が浸透してき

ていると言われるが、やは り社会主義国であることは間違いない。その点われわれが学んできた市場経済

下の経済モデルとは著しく異なるかもしれない。取り引きされる物、サービスの価格が政府の公定価格で

売買されることも多いわけだし、インフラなどの建設投資や企業設備投資についても多くの場合、政府が

決定することが多い。また、社会主義経済ではいわゆる非自発的失業は存在せず、怠業と称していわば自

発的失業のみが存在しているとされているが、過剰労働供給を抱えていないといえるかどうか、われわれ

には計 り知れないところがある。このように考えてくると、物価や設備投資を全て政策変数として外生変

数化してモデル化 したくなる。 しかし外生変数の山ではモデルの体をなさない。

 ただ、マクロ経済統計が示すところによると、日本やアメリカなどの市場経済のそれと極端には変わっ

ていない側面があるようにも見える。すなわち中国は86年 から93年 にかけて年率9.1%の 高度経済成長を

達成 してきたわけであるが、その間に生産物価格指数は8。3%の 上昇を伴っていた。また、賃金上昇率は

年率17.2%上 昇に及んでいた。さらに、全社会固定資本形成は年率17.8%の 増加をみてきた。っまりこの

中国の高度経済成長は物価賃金上昇を伴っていること、さらに経済成長率より高い資本形成によって支え

られてきたことを示している。確かに社会主義諸国では、物価水準や資本形成は政府の決定事項であるが、

経済全体と無関係で決定されているわけではないし、どちらかというとこのような数字は日本の高度経済

成長時代の数字と似てるような気もするのである。もう少 し統計をミク旦的に見ても、所得が高い階層や

地方では消費は高いし、経済成長のさなか電力不足を埋めるかたちで石炭火力発電所が建設 されたり、鉄

道や道路輸送のボ トルネックを埋めるかたちでインフラ投資が大幅に拡大してきたことをなどを考えると、

確かに政府の決定事項であるが、実際は政府は受け身な形で一種のス トック調整原理が働いているように
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も思えるのである。 このように考えてくると、社会主義国経済は異質というや り方をとるのでなく
、その

間のマクロ法則はやは り市場経済下で生み出された経済モデルでとらえても良いのではないかと思 うので

ある。したがってわれわれは経済モデルの基本フレームワークを極めて教科書的な伝統的な立場で作 り上

げることにした。その上で次の3点 に心がけた。

  1.現 在中国では、沿海州都市部から内陸部の農村地まで技術、所得水準等において相当の違いをもって

   分布 している。近年の沿海州を中心とする経済成長の過程で、建設部門やその他の近代部門の労働供   給
の担い手として、1人 当たりGDP200ド ル程度の農村の若年労働者が大きな役割を果たしている

。

   このことはモデルを作るにあたって、完全競争均衡とい うよりも、遊休労働力を抱えている経済で、   総需要
が拡大するとそれに供給が追従するとい うような、ケインジアン的視野のモデルが好ましい

   とおもわれる。また、沿海州を中心とする経済発展の過程で公共投資や諸外国からの直接投資が大

   きな役割を果た したが、それに伴い急激な賃金上昇、物価上昇をもたらしてきたことも事実である。

   したがって・ケインジアンモデルといえども1-S曲線のみに主眼を置くものではなくて、マネ_サ プ

   ライ、一般 物価の動きを描写できるフルケインジアン ・モデルが好ましいとおもえる。

2・中国の環境問題を描写し・例えば先進国の技術導入が環境改善にどの程度役立っがを分析するには
、   技術

系資料とのインターフェイスが必要である。そのために経済モデルは産業構造を描写できるよう

   に多部門化すること、技術導入のあり方を考えるには極めて具体的かつ特定的なるが故に地域の特徴   を
表現できることが望ましい。例えば、どの種の脱硫装置をどこに導入 したらよいかを考える場合

、  
地域ごとに使用されている石炭の種類、硫黄含有量の情報が必要である

。また、脱硫時の副産物を効

  率よく利用する際、どの地域にどの種の土壌が分布しているかなどは重要な情報となる。

 3.限 られた中国の基礎データに基づいてこのような要望に答えるためには、逆にモデル作成に ドラス

  ティックな省略を加えなければならない。われわれは、単年度の環境産業連関表を作り、それと地域  デ
ータをリンクさせるオープン産業連関分析に少し追加的に消費や投資

、っまり最終需要の決定をケ

  インジア ン的視野でクローズ ド化する。

 このような考 え方は辻村 ・黒 田(参 考文献[1])、 小尾他(参 考文献[2])以 来KEOモ デル と して我が国
に適用されてきた多部門一般均衡型モデルの考え方を踏襲している。 このKEOモ デルの考え方をデータ
ベースは限られている中で、あえて中国環境経済モデルに使ってみようとい うのが我々の目指すところで

あり、本論文ではその大枠を紹介することに費やされる。

2 マ ク ロ ・ リ レ ー シ ョ ン

 吉川氏(1984)(参 考文献[5])は 、モジ リアニのケインジアン ・モデル(1944)を もちいて、近年 のマ クロ
理論の論争点をきわめて うまく整理 している。 この多部門パイ ロッ ト・モデル を作 るにあたって

、我々も
モジリアニのケインジアン ・モデル を参考に した。次にあげる4っ の方程式体系 は、我々が暗黙に描 いて

いた多部門化の背後にあるマクロ経済の リレーシ ョンであると理解 されたい
,,

 〈このパイロ ッ ト多部門モデルの背後 にあるマクロ関係 〉

 (1)1-S関 係(総 需要決定式)

              Y=C(P,Y)+1(OC, r-PP)+Ca

                  _十      十_
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民間総資本形成

政府支出

変数の上の 一印は外生変数を示す

変数の下の+,一 は、該当の偏微係数の符号を示す。

たとえば0(.P,Yりは消費が一般物価Pと 、所得Yに よって決定されることを

示 し、前者が上昇すると消費が下落すること、後者が上昇すると消費が

上昇することを示している。

(2)If 1丶贋 日封線

 M

 P=L('r,Y)

M  貨幣供給量

r  名目金利

(3)労働需要関数(財の供給関数)

  Y'(L;

H  p =p

=

・W

+

=

+

γ

+

ム

 

(

亘
p

;K_、)

            Y' :マ クロ生産関数における労働の限界生産力

            w :賃 金率

            κ_1 :期 首生産設備(先決内生)

 (4)資 本ス トックの形成関係

                   K二(1-b)K-1十1

                  5 :資 本減耗率

                  K :期 末生産設備

 この4っ のマクロ方程式の大きな特徴の1つ は、労働供給関係が明記されない点にある.そ して、それと

表裏をなして賃金を外生変数として扱っている。この点がいわゆるモジリアニ解釈によるケインジアンマ

クロリレーションの特徴であるが、ここでそれを用いたのは方程式数が少なく単純だからである,吉 川や
モジリアニが示 したようにこの関係によって、ケインズの有効需要命題が記述できる必要条件を兼ね備え

ている。ただ、中国のモデルを考える場合、農村部からの労働供給排出機構を考慮したモデルを考えるこ

ともオールタナティブに考えられ うる。

 この4っ の方程式を若干解説 しておくと次のようになる。まず、第1の1-S関 係式であるが、消費関数 ・

投資関数をモジリアニより若干、直接的に表現している。今一般物価Pを 与件としておけば、所得水準に

依存して消費が決まり、消費の増分つまり需要の拡大要因によって投資が決まる。そして消費と投資と政

府支出Gの 合計として総需要である所得が決まるとい う、いわゆるハンセン ・サ ミュエルソン ・モデルの

視野を表現している。(2)の レM関 係式は貨幣の需給バランスを示す式で、まったくピックス以来の伝統

的な関係式を示している。(3)の 労働需要関係は、ケインズが示した古典派の第一命題、っまり労働の限界
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生産力が実質賃金 に一致 す るところまで労働が需要 され るとい うことを示 している。 これはまた、生産者

の短期利潤極 大か ら導かれ るものであ り、それ を書 きかえれ ば財 の供給量 と一般 物価水準を示すマ クロ供

給 曲線にな る。(4)の 資本ス トックの形成式は(1)～(3)で 決まった民間資本形成が設備化 し、次期の資本ス
トックをなす とい う関係 を示 してお り、次期の短期均衡を動か してい くかなめとなっている。

 以下、節 をわけてこの4つ の関係 がどのよ うに多部門化 され るかを示そ う。

3 総需要決定の多部門化

 (1)の総需要決定式を再度確認 していただきたい。仮に物価水準P、 名 目金利水準rを 与件として、その
条件下で政府支出Gを 拡大すれば、その分だけ総需要(生 産所得)Yが 拡大する。それに対応 してさらに

消費が拡大する。その累積効果は乗数の理論として知 られている。さらに消費の拡大は投資関数を通じて

投資の拡大を誘発 し、さらに加速度的に総需要を拡大させるとい う関係を示している。

 いわゆるハンセン ・サ ミュエル ソン ・モデルのエ ッセンスをこの一本の式は示 している(図1)。 これを多
部門化す るにあたって、次 の点を心掛 けた。

G↑ 一 一 レY↑ 一 一一一レG↑ 一一>1・ ↑

』
Y
乗数加速度要因によ

る所得拡大

図1:1-S関 係のみ による政府支出拡大の効果

・ このよ うな関係は、あ くまで財が1種 類だけであるとい う近似想定の もとでなされるがゆえに、総需

 要、生産と分配が三面等価になることを用いてきわめて単純化される。多部門化ではそうはいかない。

・多部門化のためには、各産業別の生産はグロスの概念で表現することが好ましいと思われるが
、その

 ために産業連関分析的な関係をそこに同時に組み込まなければならない。消費や投資の費目別需要が

 財別最終需要を形成 し、それが産業連関波及によってどれだけ財の生産誘発を生み出すかを表現する

 必要がある、

・そのように誘発された各財の生産額は、その生産にたずさわる各部門の付加価値を誘発する。それぶ

 部門別の生産所得であり、分配所得となる。マクロの1変 数でYと 記述 したものは、このように若干

 複雑な形態をとる必要がある。

・さらに、マクロの関係式では輸出入のとり扱いはさほど難しくなく、国内財の縦需要と総供給を若干

 調整す るだけですんだが(し たがって(1)式 では無視 されていたが)、 多部門化 にあたっては特 に輸入

 に関 してはそ うはいかない。そのため、国産品と輸入品に関する各財別のシェア ・ファンクシ ョンを

 用いることによって、その点 を処理 してお こう。

このよ うな観点にそ って、総需要決定の多部 門化 を次のよ うに行 う。
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 <マ クロ消費関数と貯蓄の決定>

                     E=E(Y)                   (1)

                     S=Y-F                                  (2)

                E : マクロ名目消費支出額

                s : マクロの貯蓄額

                Y : 国内総生産(GDIP)

 〈財別消費関数>

               Ci==C,2(P)1,…  Pc〕n,E)  (Z=・1,…  'n)                       (3)

            C,i : Z財実質消費支出

            PoZ: 2財価格(弾命入国産コンポジット財価格)

 <投 資関数>                      OP
Oi               I

i=Ii(DY, r一                         )  (i==1,…  η)                        (4)                      P
,)2

            1Z: 'G投資財購入量(実質民間固定資本形成)

 (1)式はマクロの消費関数であり、それによって(2)式 でマクロの貯蓄が決まる関係を示 している。また

(3)式は各財の相対価格が与えられたときに各財の実質消費支出額が与えられることを示 している。この消

費関数にっいてであるが、各財別の消費関数が分配所得と各財価格水準によって決まることを示している。

実際の推定ではもう少 し単純化 してもよい。例えば、消費関数はエンゲル法則などを考慮 して費目別消費

関数を推定し、産業連関表に基づいて各費目の財構成を与件として、消費財の数量コンバーターによって

財別に振り分けてもよい。それに対応 して財別の価格をそれと双対の価格コンバーターによって導けばよ

い。 とりあえずわれわれが作ろうとするモデルはマクロのGDPと 財別の消費関係が必要とい うことから

(1)(2)(3)式で表している。本来中国の所得上昇に伴 う消費活動と環境負荷の関係を明らかにするには地域

とい う軸を無視するわけにはいかないかもしれない。つまり寒冷地から亜熱帯地、砂漠から湿潤地と中国

領土は分布しているが、マクロ消費関数を用いては、地域間所得分布が著しく変わるようなシミュレーショ

ンの妥当性には問題がある。そのことに留意しつつも、それは今後の課題 としてとりあえずマクロ、ない

し一国多部門消費関数でこのモデルは進める。

 また、(4)式の財別投資関数についてもモデルの推定に当たっていろいろなバージョンが考えられるであ

ろう。とりあえずここでは極めて単純な例えば財費 目の集計関数をコブ ・ダグラス型にすれば、セルフデュ

アルで便利であろう。また投資関数は財別になっているが、これらは単純なス トック調整原理とか利子率が

投資の説明に関わると考えておこう。む しろ投資関数で重要なことは、中国経済を考えた場合、政府にそ

の決定を委ねられるとい うところである。また改革開放下、諸外国の直接投資が資本形成を高めてきたこ

とであろう。投資関数を外生にするかこのような内生変数にするかは、モデルを動かす うえで検討 しようL,

 次に、モデルの大枠を理解 してもらうため、最終需要を消費支出C,Z,民間資本形成1:2,政府支出(ち,輸出

EXZと し、それ らが決定された際に各国産財の生産量銑と、輸入品IMzが どのように誘発されるかを示そ

う。そのためまず、産業連関表の販路構成式を次のように示そう。ただし、単純化のために今回は在庫増

は資本形成に含まれるとしておこう。

Pot[Σ α乞ゴ2ゴ+Gi+Ii+α1=   Pi(銑 一EX乞)   +  PMZIMi

   (ブ財国内総需要量(s2))  (乞国産財の国内向供給量)  (il輸入財供給量)
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 ただし、

        銑  :2財 の実質生産額

        Q,ij :ゴ 国産財生産1単 位生産のために用いるZコンポジット財投入量

            で固定投入係数を仮定しておく

       EX :実 質輸出額(外 生変数)

       ∫磁 :実 質輸入額

       1㌔2 :2コ ンポジット財価格指数

        Pz :国 内税、補助金込の価格指数

       PM i :関 税込の輸入価格指数

 この式はi財の販路構成が、国産品によって供給され、名 目でバランスをとっていることを示している。

現在中国といえども国際化が相当進行 しており、開放下のケインジアン ・モデルでは、輸入関数の扱い方

いかんによっては大きくモデルの性質を左右してしま う。ケインズ自身も 「外国貿易を含む開放体系にお

いては、増加 した投資の乗数の一部が外国における雇用の利益に帰することがある。…国内の雇用に対す

る効果のみを考察する場合には、乗数全体の値を減らさなければならない。」(参考文献[3Dと 述べるよう

に、乗数自体を左右して しまうからである。そのため比較的単純だが国産品と輸入品の代替の程度をフレ

キシブルに扱えることが好ましい。そのため、任意の財内で、国産品と輸入品が、完全競合で是)完全補完

でもない状態を表現するため、次のような数量に関する集計関数ない し、それ と双対の価格関数を想定し

よう。

 〈集計関数 〉

                 .i2=・i2(銑 一F,XZ,IMZ)

 <双 対の価格関数>

                   Poi=PoZ(PZ,PM z)

 これは、ペ トリ(1980)(1984)や アー ミン トン(1969)ら の研 究以来、国際貿易の決定モデルに有用性 が主

張 されてきている、いわゆるシェア ・ファンクション的接近の背後の関係 を示 している。関数のフレキシ

ビリテ ィー と推定の単純性を考 え、次のよ うな価格関数 にTra ,ns-log型を前提 とす る。

      臨 一匝,圃 圃+1凪h塩][鶏1圃 (5)
 ここでシェパー ド・レンマ を用いて次のような国産、輸入 に関するシェア ・ファンクションを誘導できる。

          r難]一[∴]+匿 亀][1翻
 ただ し、α,βは0<砺 〈1,廐>0を 示すパ ラメター

 もし、国産 、輸入のシェアについて、このα,βが推定 されれば、それを用いて販路構成は、次の 共うに

変形できる。

の=[P-Po(1一 △)A]一1[(/一 △)Po(c+1+G)+P・ 酌(]

      IM=PM7△ 几L跏+0+1+G]

(6)

(7)

ただ し、

1  
η
鳶h戸%レ(

磊曲”の匹ー
=△
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 RR勘 島 はそれぞれ、国産輸入 コンポジ ッ ト財価格を対角要素とす る対角行列で、その他の変数はベ ク

トル化 してある。 この(6),(7)式 は、価格、金利 を与件 として、(1)～(4)式 によって最終需要が決定されれ

ば、それに応 じて、財別 の生産誘発 、輸入誘発が どの程度になるかを示す式 となる。

 他方国内総生産Yは 、産業連関表の費用構成 か ら、価格 を与件 として、'次のよ うに決まる。

              巧=恥 广 Σ 」%・解 ゴ(.ブ=二1,。。・,7z)       (8)
                   i=1

                    γ=Σ 巧        (9)
                       ゴ=1

                v; :第 ブ産業の付加価値額

                 Y   GDP

この一連の(1)～(8)式 が総需要決定の多部門化への方法である。その結果、先の図1で 示 した政府支出の

乗数、加速要因による総需要増加効果は、次のように書き換えられる。

      11VI T

/ゆ v¥⑦G↑⑥濫 ∴ ∵

          uム ⑥
          Y耋(価 格、金利与件)

図2:金 利、価格を与件とした政府支出拡大の総需要拡大効果

4 L-M関 係

 (2)L-M関 係については、単純に

                    M=K(r)・Y                  (10)

          M  :マ ネーサプライ

          K(r):マ ーシャルのKで 利子率に関する減少関数とする

 としてお こう。ただしここでYは 名目分配所得である。開放経済社会主義の中国で、LM関 係と外国為

替レー トの決定を扱 うことは限りなく難しい。社会主義下為替レー トは ドル との対比でコン トロールされ、

金利も統制下にあるようだが、本土市中でも物品の売買に香港 ドル、台湾 ドル、シンガポール ドル、円、

米 ドルが公然と使われている。したがって、我々は実物経済を支えるマネーサプライをどの変数でとるの

かの定義すら分からない。そこでモデルの使い方に注意しながら、単純に上の(10)式 を入れておく。
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5 供給関数の多部門化

 前節で示された労働需要関数ないし財の供給関数は、生産量拡大に伴って物価水準がどの程度上昇する

かを示 している。 したがって、短期需要拡大が物価上昇効果によってどの程度減殺するかを示すかの要と

なっている。多部門化にあたって、我々は、各非農業セクターに次のような短期生産関数を前提とした。

         賜 一呻(L;;K;,_・),舞,跨,…,黯}(j=2,n)

                  %  :産 業別生産量

                  五ゴ :労 働投入量

                 Kゴ._1:期 首設備

                  0乞ゴ :中 間財

これは、産業別の生産量(グロス概念)%が 、中間財01パ ・・OnJと 、期首設備κあ_1、労働インプッ トL;

によって達成 されること、そして、中間財 とそれ以外は、ファクター ・リミテーショナルな関係となって

いることを想定している。 これに生産者の合理性を前提とすれば、上式は次のように書き換えられる。

ofゴ=α 渦

                   L;=Lゴ(鈔 ゴ;K;厂1)                 (ll)

 上の式は、固定投入係数α乞ゴと、生産量物によりj部門のi中間投入が決定されることを示 し、先の販路

構成で説明を留保していたところである。(つまりこのような生産関数を前提で(5)式 はかかれていた。)ま
た、下の式は、期首設備K; 厂1を与件として、生産の拡大に伴いどの程度労働インプットが必要かを示し

ている。 ここで通常の短期生産関数における労働の限界生産力逓減から

                  絵 〉・羅 〉・                         J

を仮定 してお こう。 この生産関数 にもとついて、各セ クターの短期 限界費用は次のよ うになる。

              絵 一琴 脇+絵(x'ゴ;1ぐゴ,一1)・妨

この限界費用は、上の労働の限界生産力逓減から、生産拡大に伴い逓増することが示される。

                  誓多 一襍 ゴωゴ〉・
                    J       3

もし、j部門が純粋競争の状況にあるなら、 j部門の財価格P;は この限界費用に一致する。この限界費用の生

産物価格に…致するというのが、いわゆるケインジアンの古典派の第1命 題を多部門で示 したものである。

 中国モデルを考えた場合、限界生産力命題が妥当しうるかということが疑問であるし、また基礎資料と

して資本設備等の生産関数に必要なデータが入手し難いであろう。 しかし、需要が拡大 しそれに生産が追

従するかたちで中国にも経験的に物価上昇を招いてきたわけであるから、一種の労働関数を経験式であら

わし、次の(12)の ような非農部門に関する財の供給関数を考えてみよう。

 〈非農部門〉

           曜 房{写孀 鮒(j=2,n) (12)
 ただし、ηブは限界費用と生産物価格の乖離分を示す,こ れは辻村、黒田(参 考文献 国)の 短期想定需要
関数の価格弾力性である。また、先に述べたように賃金決定については、農業部門からの労働供給排出機i
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構 を考慮 し導かれる農業部門1人 当た り平均所得 と、非農部門との賃金格差式を次の(13)か ら(16)の 式で

あ らわそ うr

 <農 業部 門労働供給>

                    L・一五一Σ 五ゴ       (13)
                        ゴ=2

                 五1 :農 業部門労働供給量

                 L :総 労働供給量

 く農業部門生産関数>

                  Z=f・(L・,K・ 厂・,ん)        (14)

              K_1 :期 首設備

              A。 :耕 地面積

               Z :農 産物供給量(自家消費を含む)

〈農業部門1人 当たり所得〉

                 妨一旦二鞘1趣L    (15)

               ω1:農 業部門1人 当た り平均所得

 く農業、非農の所得格差式〉

                 ωゴ=ω ゴ(w・)(j=2,…n)       (16)

                  ωゴ :非 農部門賃金

 この財の供給関数、賃金格差式と、先の(5)で 示した輸入関数によって、物価と賃金が総需要与件のもと
で決定 され る。

6 環境ブロック

 今までに中国の経済の描写をどのようなモデルで行 うかについて示してきたが、次に経済活動と環境負
荷、(こ のモデルでは特 に大気汚染因子SOx、 CO2及 びエネルギー消費量を扱 うが)に ついて どのような

関係 をモデルで組み込むかについて示そ う。

 図3は この中国環境経済モデルの枠組みを示したものである。このモデルでは中国一国全体を産業別に
した中国一国多部門ブロ ックと地域 プロ./ク か ら成 り立つ。それぞれには経済変数 と環境変数が入 るが、

経済のメカニズムを示す部分は、一国全体で取 り扱 うのがほとんである。 もちろん各地域の投資や消費産

業活動を合成 して一国が成 り立っが、あま りにも複雑多岐なので経済モデル は一国多部門ブロックで説明

してある。前節 までに説明 してきた方程式体系((1)～(16))は この多部門ブロ ックの一部 を形成す る
。そ

れ らの変数が決定 され るとSOx排 出量、 CO2排 出量が決定 され るわけだが、以下そのよ うなメカニズムを

解説 してい こう。なお ここで重要な環境関連の政策変数 については、例 えば次のよ うに取 り扱 う。すなわ

ち、特定地域 に脱硫装置 を設置 したとしよ う。それ をふまえて地域別 に脱硫率等のパ ラメターに影響 を与

える。その際、 もし トー タル の投資の大きさが大きく、マ クロ的にも重要 になるな らそれは、一国全体の
モデル に影響 を与える、 とい うよ うな形で表現 しようとしているのである。

 SOx、 CO2排 出量ともに産業の生産による排出量と家計の消費による排出量に分けて考える。と同時に
中国のエネルギー特性を考え石炭からの排出量と石炭以外のその他のエネルギーか らの排出量に分けて考
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え、石炭からの排出量は地域 ブロックにお りてその合計 を一国多部門ブロックで用いる。 その他 のエネル

ギーはデータの制約上集計 した段階で一国多部門ブロックで考える。 これを式に表すと以下の通 りである。

            30一 Σ θ0(了+30ぴ+Σ θOEy→50E∫    (17)
               j=1            j=1

 so

θooア

SOCr

SOEP

θOE∫

一国全体のSOx排 出量

石炭の産業部門の生産からのSOx排 出量

石炭の家計消費からのsoy;排 出量

その他のエネルギーの産業部門の生産からのθ0ω排出量

その他のエネルギーの家計消費からの50¢ 排出量

            00=Σ00(了+000ノ+Σ00Er→ 一〇〇Eノ      (・8)
               j=1           ゴ=1

         C,O  :一 国全体の002排 出量

        C,O(写 :石 炭の産業部門の生産からのC,02排 出量

        COC_,r :石 炭の家計消費からの002排 出量

        00E『 :そ の他のエネルギーの産業部門の生産からのCO2排 出量

        COED :そ の他のエネルギーの家計消費からのc,02排 出量

 では、各項が決定される仕組みを順に説明していこう。まず、石炭の生産からのSOx排 出量であるが、

産業別地域別の生産量、石炭消費量、SOx排 出量の順に求める。960万 平方キロメー トルと日本の約25倍

の広大な国土を持ち、その中に多種多様な気候帯、地形、文化が存在 していることを考えると、これ らの

地域格差を具体的な数量で把握しておくことは、環境改善のプランを組み立てる上で大変意味があると思

われる。そこで地嬲1」の生産の特徴の指標となる産業別地域生産量はIS-LMサ ブブロックで決定された産

業別生産誘発%を 現存の生産地域配分率に基づいて配分する。

 〈産業別地域別生産量 〉

        '     X島=・ 島・ωゴ        (19)

           X島 :産 業別地域別生産量

           nLkゴ :生 産地域配分率
            L 二 上付きのLは 地域の変数であることをを示す

            ブ :下 付きのブは1か らnま での産業を示す

            κ :下 付きのk,は1か らmま での地域を示す

 上式で各地域各産業の実質生産額が決まると、その生産に必要なエネルギー原単位を与件 として与え、

産業別地域別の石炭消費量が求まる。

 <産 業別地域別石炭消費量>

                   oo島=鴫 ・XkJ        (20)

               00島 ,:産 業別地域別石炭消費量

               娠ゴ :地 域別産業別石炭消費係数

 さらに、中国の炭田の分布を考えると一概に石炭といっても地域ごとに利用する石炭の質はかなり異な

ると考えられるので、硫黄含有率も地域別に与える。また、排出されたSOxの 脱硫率も地域別に与えるが、

これは今後の技術的な環境改善を取り組むうえでのよい資料となろう。上式の石炭消費量にこれ ら硫黄含

有率と脱硫率を与えて石炭からのSOx排 出量が決定される。
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 〈産業別地域別SOx排 出量〉

                 θ00£;(17礁 ゴ)・,,LrL      (21)

               50σ 罵 :産 業別地域別soy排 出量

                鴫  :地 域別硫黄含有率

                d島  :地 域別脱硫率

 地域別に計算された排出量は産業ごとに合計されて…国多部門ブロックの産業別排出量となる。どの産

業がエネルギーを大量に使っているのか、また海外と比較して極端にエネルギーを非効率に利用していな

いかなどを検討するならば、生産単位当たりの排出量のデータが有用であろう。

 〈一国の石炭からのSOx排 出量〉

                   θOC卜 Σ300£       (22)
                       k=1

           SOCP :一 国全体の産業別石炭消費からのSUB排 出量

 また、石炭の利用が多いならば当然それに付随して石炭を輸送する時にも大量のSOxが 排出されるであ

ろう。特に中国では石炭依存度が高い。それを考慮 して、石炭輸送にかかるエネルギーもモデルに組み込

むが、その方法にっいては後の方でモデルで用いる変数やデータについて説明 しているところで示してい

る,と りあえずここでは大まかなモデルだけを解説する。

 中国では現在でも調理用、暖房用と石炭の利用が生活に根付いているが、その石炭の生焚きによる大気

汚染、健康被害が問題となっている。その状況を地嬲1」にとらえるSOx排 出量を求めるには、まずIS-LM
ブロックで決まった石炭への実質消費支出に石炭消費地域配分率をかけて地域別の石炭への実質消費支出

を出した後、地域別家計の石炭消費量をもとめる。

 〈地域別家計の石炭消費量〉

                    (フOkん==OCk 1'e・σc          '                      (23)

        C。 :0は 実質消費支出ベクトルで下付きのcは その中の石炭を示す。

       oo肋 :石 炭消費地域配分率

       (70航 :地 域別家計の石炭消費量

上式で求められた地域別家計の石炭消費量に地域ごとに消費する石炭の硫黄含有率と地域別の脱硫率をか

けるとSOx排 出量は以下のようになる。

 〈地域別家計の石炭消費によるSOx排 出量〉

SOCK=(1__dkん)・5kん ・0(フ航 (24)

            θ00ど :地 嬲1」家計の石炭消費によるSOS排 出量

            dkPi :地 域別家計の脱硫率

            Skh :地 域別家計で使用する石炭の硫黄含有率

            CCkh :地 域別家計の石炭消費量

これを全ての地域をたしあわせて、一国多部門ブロックで用いる。

〈一国全体の家計の石炭消費によるSOx排 出量〉

SOCK

sor,f一 Σ500ズ

    k=1

一国全体の家計の石炭消費によるβ02排 出量

(25)
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 中国では石炭の利用が特に多いことから、石炭に特に注目して地域 ごとに細かく求めた。本来、石炭以
外の原油、電力といったエネルギーもそうしたいところだが、地域ごとの詳細なデータを得られないので、
石炭以外のエネルギーか らの排出量は一国多部門ブロックで簡単に求める。IS-LMサ ブブロックから決定

される産業別誘発生産量に、産業別に1単 位当たりの生産に必要なエネルギー量である生産原単位をかけ

て、産業別の各エネルギー消費量がわかる。

 〈産業別第Zエネルギー消費量 〉

                    (フEzゴ==Uzゴ・zゴ                                  (26)

           uり :産 業別生産原単位

           C,Eh :産 業別第♂エネルギー消費量

            ブ :下 付きのゴは1か らnま での産業を示す

            Z :下 付きの1は1か らgまでのエネルギーを示す

 上の式で求められた産業別の各種エネルギー消費量におのおののエネルギーの硫黄含有率をかけて、産
業ごとに1か らkま での全てのエネルギーの硫黄含有率を合計 し、産業ごとの脱硫率をかけてSOx排 出量

を求める。

 <産 業別石炭以外のエネルギーの消費からのSOx排 出量>

                80Er一(1-d;)Σ ・・プC,E,;      (27)
                         i-i

        soEp :産 業別石炭以外のエネルギーの消費からのsoy排 出量

         5り  :産 業別第Zエネルギー硫黄含有率

         d;  :産 業別脱硫率

 日本では家計の使用するエネルギーといえば、電力、灯油、ガスなどが一般的にあげられるが、中国の
家計では石炭が主に利用されている。その事実は中国の環境を考えるうえで重要な点なのだが、では石炭
以外のエネルギー消費はどのようになっているのであろうか。その詳細なデータが得 られればよいのだが、

単純化 したこのモデルでは各種エネルギーの実質消費支出を家計のエネルギー消費量とする。

                     (フ易九=二c                                      (28)

        G  :Cは 実質消費支出ベク トルで下付きの～は第Zエネルギーを示す

       (7E洗 :家 計の第～エネルギー消費量

 上式のエネルギー消費量にエネルギーごとの硫黄含有率をかけて、全てのエネルギーを統合した麦)と地
域別の脱硫率をかけてSOx排 出量が求められる。

 〈石炭以外のエネルギーの家計の消費からのSOx排 出量>

                30E∫=(1-d・)・ Σ ・…0臨      (29)
                         a-1

         CE,F, :家 計第'エネルギー消費量

        SOEf :石 炭以外のエネルギーの家計の消費からのSOx排 出量

         Slh :家 計が消費する第1エネルギー硫黄含有率

         砺  :家 計脱硫率

 以上(22),(25),(27),(29)の 合計が一国全体のSOx排 出量となる。 それを示 した方程式がが前の(17)式 で
あ る 、、
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 今度はCO2排 出量が決定されるメカニズムについて簡単に解説する。 CO2排 出量を求めるときも、 SOx

排出量と同様に産業の生産か らの排出、家計の消費による排出、石炭からの排出、石炭以外からの排出の

4っ に分けて考える。その際CO2排 出ベクトルをもちいるのだが、それはエネルギー中の石炭含有率で物

量:ごとに化学式から求められる。その排出ベクトルは特に石炭に関しては、地域ごとに利用する石炭の質

の差も考慮して、地域ごとの排出ベク トルがわかればよいのだが、その様なデータを得ることは非常に困

難である0よ って、Cの 含有率は質に関わらずエネルギーごとに一定であるとする。

 石炭の地域別産業別生産によるCO2排 出量は、 SOx排 出量を求めた時と同様に地域別産業別の石炭消費

量を求め、それに石炭の排出ベクトルをかけて地域別産業別のCO2排 出量を求める。さらにそれを地域 ご

とに合計すると一国全体の排出量となる。

 〈産業別石炭消費によるCO2排 出量〉

                   (フ0(フ鴛3 =COCA・(70k3                                (30)

                   00(写 一Σ00鴫        (31)
                       k=1

          000島 :地 域別産業別石炭消費による002排 出量

          C,O(写 :一 ・国全体の産業別石炭消費によるCO2排 出量

           COCP :石 炭消費単位当たりの石炭の002排 出ベクトル

 石炭以外のエネルギーに関しては、一国多部門ブロックでもとめるので、産業別の各種エネルギー消費

量にそれぞれのエネルギーの排出ベクトルをかけ、産業ごとに合計する。

 <産 業別石炭以外のエネルギー消費によるCO2排 出量>

                  COEp=Σ ・・ぜ・CEI,  『    (32)
                       1-1

         COED :産 業別石炭以外のエネルギー消費による(ryO2排出量

          coep :第 ～エネルギー消費単位当た りの002排 出ベク トル

         CEO; : 産業別第Zエネルギー消費量

 一方、家計の消費によるCO2排 出量は家計のエネルギー消費量にエネルギーを1単 位燃焼させた時に排

出されるCO2排 出ベク トルをかけて求められる。地域ごとに使用する石炭の質の違いによって、燃焼させ

た時の排出ベク トルも異なることを考慮 して石炭は地域別に求め、それを合計 して一国全体とする。

 〈家計の石炭消費によるCO2排 出量〉

COCA

oσk

C,OCR
C,'OCf

      000ぎ=cocf・Oq

      OOび 一 COCk
          k-1

石炭を1単 位燃焼させた時に排出される(フ02排出ベク トル

地域別石炭消費量

地域別家計の石炭消費による002排 出量
一国全体の家計の石炭消費による002排 出量

石炭以外のエネルギーは一国多部門ブロックのエネルギー消費量に排出ベク トルをかける。

<家 計の石炭以外のエネルギー消費によるCO2排 出量>

                 00E!=Σ …!・OE・・
                      一1

(33)

(34)

(35)
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      coel :1エ ネルギーを1単位燃焼させた時に排出されるCO2排 出ベクトル

      OE翫 :家 計の1エ ネルギーの消費量

      COEf :一 国全体の家計の石炭以外のエネルギー消費によるCO2排 出量

 以上の(31),(32),(34),(35)を 合計 して前の式(18)で 示 した ように一国全体のCO2排 出量が求められ る。

 以上が環境に関す る、特にSOx、 CO2排 出量を決定す る大まかなモデルであるが、 さらにモデルを動か

す際に必要 となるデータや外生扱い とす る変数の求 め方 など細かい部分 について解説 してい こ う。 まず、

生産額表、石炭消費量表 、硫黄含有率表、脱硫率表 とい う4つ のデー タベース表 を作成す る。表の形式は

図3に 示 されてい るよ うに行 に1か らmま での地域 、列に1か らnま での産業の項 目を設 け、地域別産業別

のデー タをマ トリクス上に配 したものである。 なお観測値 その ものは、モデルで使用す る変数 と区別 して

上付きのoを 用いて示す。
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図3:デ ータベー ス1
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 生産額表には、地域別産業別の生産額のデータが入 り、生産地域配分率を求める際に必要なデータとな

る。第k地 域第j産 業の生産額はX影 ζ表され、
1産業ごとに生産額を集計 したj産業の総生産額は婿 と表さ

れ る。

 石炭消費量表は、地域別産業別の石炭消費量のデータか ら成 り、生産額表と合わせて用いて、地域別産

業別生産原単位を求めるのに必要なデータとなる。第k地 域第j産業の石炭消費量はCG'kJと 表され、産業
ごとに石炭消費量を集計 した第j産業の総石炭消費量はccゴと表される。

 中国には炭田が各地に分布 しており、地域によって利用する石炭の種類が異なる。また石炭の種類によっ
て硫黄含有率も異なる。そのため地域別産業別のSOx排 出量をより正確に推定するためには、各地域、各

産業で利用する石炭の硫黄含有率の情報が必要である。そのためのデータは硫黄含有率表で与えられ、第

k地域第j産業で使用する硫黄含有率は鴫 と表される。硫黄含有率表 と同様に、脱硫率も地域別産業別に

必要である。 このデータは脱硫率表で与えられ、第k地 域第j産業の脱硫率はdｰkjと表される。

 以上のデータベースから生産地域配分率と地域別産業別石炭消費係数が求あられる、 これらは、モデル

を動かす うえでパラメータとして与えられる。生産地域配分率とは、ある産業の地域ごとの生産割合を示

す値で地域別産業別の生産額を各産業の総生産額で割った値である。

                     L Xｰkj                     O
kj== Mo.-                        x'
ゴ

 地域別産業別石炭消費係数は第k地 域第j産業では生産額1単 位当たりの生産するのにどのくらいの石炭

を消費するのかを表す値で、地域別産業別の石炭消費量を地域別産業別の生産額で割って求める。

                     L cckj

                    隔=Xｰkj

 この2っ の変数 と硫黄含有率、脱硫率を一定と仮定しパラメータ扱いすることで、産業別の誘発生産額

がIS-LMサ ブブロックで決まったときに地域別産業別のSOx,CO2の 排出量が求められる。

 次に、石炭消費に伴 う輸送による排出量を考える。輸送による排出量は、産業別の誘発生産量と石炭消

費量を与件として、投入 される石炭の量に石炭の輸送距離をかけて石炭輸送キロ トンを求める。それをす

べての地域について足しあわせた石炭輸送キロ トン合計を一国多部門ブロックのエネルギー消費量に追加

してして利用する。その際に利用するデータベースとして、生産地消費地別石炭表と生産地消費量別輸送

距離表がある、、
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 生産地消費地別石炭表 とは図に示すように、行に石炭の生産地、列に石炭の消費地の項 目を設けたマ ト
リクス形式で、各セルに入るデータ Oitを行ごとにみると、第i生産地域の石炭はどの地域でどのくらい消

費されるかという投入を表し、各行の合計と不突合ε乞の和は生産地域別の石炭生産量の合計となる。列 ご

とにみると、第1消費地域が消費する石炭はどの地域で生産された石炭でまかなっているのかを表 してい

る。各列の合計T .iは消費地域別石炭消費量の合計となる。第1地域石炭消費量は地域別産業別の石炭消費

によるSOx排 出量を求める段階で用いた地域別産業別石炭消費量から以下のようにも表せる。

                 oo£r;Σ 先、 CCkゴ

                    =Σ 狂、鳩 ・o島・Tゴ

               c(靖 :地 域別石炭消費量

              c(ryL'kj :地 域別産業別石炭消費量

               鴫  :地 域別産業別石炭消費原単位

               o島  :生 産地域配分率

               %  :産 業別実質生産額 、

 生産地消費地別石炭消費量表から求められる地域別の石炭消費量は前式の石炭消費量と不突合の和で
表せ、

                    T.1=CCk+吻

                 Ti:Z消 費地の石炭消費量

                 挽 :不 突合

となる.,

 ここで、第1消費地ではどの生産地の石炭をどのくらいの割合で利用しているのかという情報を石炭発注

配分率として求める。
                        TZa                     t

il=一一                        T
l

            til:石 炭発注配分率

            2 :下 付きの2は1か らmま での生産地域を示す

            ～ :下 付きのZは1か らmま での消費地域を示す

 これを用いて第i生産地域の石炭生産量は以下の式で求められる。

                   Ti= til・Tl+・・
                     1=1

                 til :石 炭発注配分率

                Tz:第Z消 費地石炭消費量

                 εz :不 突合

 生産地消費地別輸送距離表は生産地消費地別石炭表と対応するように同様の形式で行に石炭の生産地、
列に石炭の消費地を設け、KMZIに は第i生産地域から第1消費地域への石炭の輸送距離のデータが入る。

 以上のデータを用いて、第i地域から第1地域に投入される石炭の量に第i地域か ら第1地域への輸送距離
をかけて、地域別石炭輸送 キロ トンが求 まる。 それをすべての地域にっいて合計す ると石炭輸送キロ トン

合計となる。

                  KTic =Tal・KMiI

                     二tiz・T1・KMiI

                   KT一 Σ Σ 醐 ・       (36)
                      z-11-1

ユ6



             K乃  :生 産地消費地別輸送キロ トン

             KT :石 炭輸送キロ トン合計

             til :石 炭発注配分率

             T.1 :第'消 費地の右炭消費量

             KMZi:第 ¢地域か ら第馳 域への輸送距離

 ここで石炭を輸送する際に使用されるエネルギー量が求められる。この地域ブロックの石炭輸送キロ ト

ン合計は一国多部門ブロックのエネルギー消費量に追加 されることになる。
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表1:モ デル の構成 と各ブロックで決定される内生変数

C
凵→亠  _`ド

___謡 素 誰璽:塑 互 ∴ こ:1㌧け†縄悟『コ覧∬≒ ご奪 盞黷 盧 愛:纈=

〈is-LMサ ブプロツク〉

E 名 目消費支出

S 名 目貯蓄額

C; 実質消費支出

1; 実質固定資本形成

Poi コンポジット財価格

X 産業別実質生産額

/M 輸入誘発

鳩 産業別付加価値
嵐

Y GDP

___∫ 。 利子率

〈財貨供給サブブロック〉
  P 一

ら 非農労働需要量

巳 国内財価格

L1 農業部門労働量
Z 農産物供給量
W1 農業部門1人 当たり平均所得

一L 一 非農部門賃金率                     裲一

〈環境サブブロック〉

Cep 産業別エネルギー消費量

Ceih 家計エネルギー消費量

SO Sox排 出量

SOCp 産業別石炭からのSO.排 出量

SOCif 家計石炭からのSO.排 出量

SOEp 産業別他のエネルギーからのSO.排 出量

SOEf 家計他のエネルギーからのSO.排 出量

CO CO2排 出量

COCA 産業別石炭からのCO2排 出量

Gocf 家計石炭からのCO2排 出量

COEp 産業別他のエネルギーからのCO2排 出量

一 一 一一
COEf   一 .家計他のエネルギーからのCO2排 出量 綴

〔 よ:=

   磊ki

   KTCC.、、

   socp㎏

   socfk

   cocp㎏

   COC†k

地域フロノク ===叢 二]
産業別地域別生産量

産業別地域別石炭消費量

石炭輸送キロトン

地域別家計石炭消費量

地域別産業別石炭からのSox排 出量

地域別家計からのS。x排出量

地域別産業別石炭からのCO2排 出量

地域別家計からのCO2排 出量
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表2:中 国環境経済モデル 方程式一一覧表

-

n
∠

3

」4

厂0

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

E=E(Y)

S=Y-E

Ci=CZ(Po i,…POn,E)

IZ二1乞(△}曾 一 〇Po2P
oZ

l1・P・・一[a;,(1…)】[lnP;.l
nP,,,r,]+巷[1・ ・P・,1・PM・ 】[鵡 、][lnP,,lnPMZ

z二[P-F:b(1一 △)・41-1[(1一 △)1'o(0十1十G)十P・ 亙¥]

1ル1=PMI△F'o[.肋 十 〇 十1十G】

「レ

9=P,・2ゴ ー Σ 窪 、」%画 μ ゴ

y=Σy」 、巧

ル1こh'(r)・y

Lゴ=Lゴ(zブ;1(ゴ ,_1)

Y;一1≒
、{Σ1」%乞 α乞ゴ+aL,ax;wゴ}

五・=L一 Σ 呈』2Lゴ

Z=∫1(L1,K1,_1,ノ1c)

勧=互 濃許 三9璽

ωゴ=ω ゴ(ω・)

5「0=Σ7」130(写+socf+Σ;z l SOEp+SOEf

OO=Σy=、000ア+C,OCR+Σ;L、 COED+00が

X島 ・=OLkプ2塗ゴ

C,C 二u島 ・x島

500島=(1-dkゴ)・ 鴫 ・CC,'

SOC,=Σ 匙1θ0鴫

0(フkF.。=OC観 ・σc

300ズ=(1-dkh)・3航 ・(フOk九

sor,=Σ 匙1500ご

C.,'E'1.j=匂 プ ¢ゴ

5'OEy=(1-dゴ)・ Σ 牝1 s1プCFzゴ

OE洗= it¥一y

soEf=(1-dh)・ Σ 乳 、 Slh・OEz九

〇〇鴫 二 ・・cp・CCkゴ

000穿=Σ 建=、000鴛 ゴ

C,OFp=Σ 廴 、 coeP・CEOゴ

000ズ=・ ・cf・cck

C,OC,=Σ 匙1000ズ

σOE∫=Σ 廴1 coer・0β 坑

h7=Σ 』 Σ 発1砺:Tゴ ・KMiゴ

i=1,  ,n

i=1,  n

i-1,  ,'n,

1,…n,の ベ ク トル

1,…,nの ベ ク トル

ブ==1,… ,η

η

n

n
∠

(∠

=

=

.フ

.フ

j=2,  ,n

m

m

m

几

m

m

=

 
=

 
=

 
=

 
=

 
=

た

た

ん

.几丿

た

ん

j=1,  ,一n

ゴ=二1,… ,η

ゴ ニ1,・ ・㍉ η

ηL、フ9

η

9

1

1

1

=

コ

=

z

,
?
丿

!

ηL=
.
丿m

η

η

m

¶
1

1
晶

-
↓

1
1

=

二

=

=

た

パ
丿

.?
り
た

注)式 の番号は論文中の式番号と対応 している
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表3・ 中国環境経済モデル内生変数一覧表

1   E

2   S

3   Ci

4   1Z

5  几 乞

6   ω

7  1M

   Vj

g   Y

10   r

l1  五ゴ

12 /う

13  五1

14  Z

15  wl

16  ωゴ

17  SO

18  (フO

lg 鳩

2006島

21θ00疼 ゴ

22 SOG`P

23 r,rk F

24θ00ズ

25θ00ざ

26 0E～ ブ

27 SOEP

28 CFIt4

29 SOEプ

30CDckJ
-
-

∩∠

凸δ

4
▲

厂0

ハ
0

3

3

9
0

3

3

3

oo(写

COED

COCk

coca

COEf

KT

2=1, ,7t

Z=・1,…,n

i=1, ,'n

1,…,η の ベ ク トル

1,… n.の ベ ク ト ル

ゴ=1,…,η

η

η

り
乙

n∠

=

二

.
?
ゾ

.
?
ゾ

ゴ=2,・ ・,n

η

η

η

,、

,

,

 

 

 

 
 

η

ー
ユ

ー
⊥

ー
ユ

=

=

=

 

 

 

1

・フ

・丿

・フ

 

 

 

=

 

 

 

 

 

 

 

 

。フ

識

識

翅

η

m

m

m

9

η

9

1

1

1

1

1

1

1

1
,

1

1
,

=

=

=

=

=

=

=

二

=

;

廊

ん

た

.フ

ん

た

ん

ー

・フ

z

m

η

η

m

1
1

1
⊥

1
1

1
1

=

=

=

=

ん

,丿

.
フ

ん

ゴニ1,…,n

名目消費支出額

名 目貯蓄額

実質消費支出

実質固定資本形成

コンポジット財価格

産業別実質生産額

輸入誘発

産業別付加価値

GDP

利子率

非農労働需要量

国内財価格

農業部門労働量

農産物供給量

農業部門1人 当たり平均所得

非農部門賃金率

SOx排 出量

002排 出量

産業別地域別生産量

産業別地域別石炭消費量

産業別地域別石炭からのsoy排 出量

産業別石炭からのsoy排 出量

地域別家計石炭消費量

地域別家計石炭からの.SOx排 出量

家計石炭からのSUB排 出量

産業別エネルギー消費量

産業別他のエネルギーか らのSOS排 出量

家計エネルギー消費量

家計他のエネルギーか らのsoy排 出量

産業別地域別石炭からの002排 出量

産業別石炭からの002排 出量

産業別他のエネルギーからの002排 出量

地域別家計石炭からの(XO2排 出量

家計石炭からの002排 出量

家計他のエネルギーからの(フ02排 出量

石炭輸送キロ トン

注)変 数の番号は方程式の番号に対応 している
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表4:中国環境経済モデル外生変数及びパラメーター覧表

C i二 ・二πのベク トル

EX 1,…,nの ベ ク トル

α望 2=1,…,nブ=1,… ・n

M

PM¢ '/,=1,…,n

Pl

i

K_1

聖 ブ=2,,n

AL'

Ch ブ ニ1,…,n

sl l=1,...,q

吻  Z=1,…,9 ゴ=1,…,π

COEI ♂=1,…,q

Okゴ ん=1,…,mブ=1,…,n

妬 k=1,・ ・,m ゴ=1,…,n

5'kj k,=1り …,m ゴ=1,… '12

d勺 k,=1,…,m ブ=1,…n,

OCkj ん=1,…,m プ=1,…,n

COC

Ekj =1,・ ・,ntゴ=1,…,n

実質政府支出

実質輸出額

投入係数(Aは ベク トル表示)

マネーサプライ

輸入財価格

農産物価格

総労働供給量

期首設備(先 決内生変数)

短期想定需要関数の価格弾力性

耕地面積

産業別脱硫率

エネルギー別硫黄含有率

生産原単位

エネルギー別002排 出ベク トル

生産地域配分率

石炭消費係数

硫黄含有率'

脱硫率

石炭消費地域配分率

石炭002排 出ベクトル

環境改善シミュレーション変数

注)外 生変数は上に一を印す
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